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事 業 報 告

自令和 2年4月 1日

至令和 3年3月31日

1 会社の現況

(1)当該事業年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果

当社は、北千住駅西口地区市街地再開発事業を支援し、平成16年2月以降は、再開発ピ

ル「千住ミルディス」内の北千住駅前駐車場、駐輪場を管理運営し、取得した催事床、商業

床、業務床の不動産賃貸事業を展開しております。

駐車場の年間利用台数は303,581台（前期329,276台）と前期比約7.8%の減となりまし

た。経年比較では平成 19年度から平成28年度までは減少、平成29年度から 2期は増加

に転じましたが、前期及び当期は減少となりました。また、駐車場内に設置した大型バイク

置場の年間利用台数については、 5,242台（前期5,655台）と前期比約7.3%の減となりまし

駐輪場の年間利用台数は、 229,396台（前期 287,418台）と前期比約20. 2%の減とな

りました。

当期は、新型コロナウイルス禍により、令和2年4月7日から 5月25日まで、及び令和

3年 1月8日から 3月21日までの間、国による緊急事態宣言が発せられ、北千住マルイ及

びルミネ北千住の休業（注）などにより、駐車場では4月、 5月の利用台数が対前期年比26,480

台、 48. 4%の減、売上で約2千万円、約57. 8%の減となりました。しかし、 4月に

消費税増税分の利用料改定を行い、 30分200円を220円としたことから、年間売上へ

の影響を対前期比で、約2.9%の減に止めることができました。

同様に駐輪場においても 4月、 5月の利用台数が対対期年30,431台、約58. 9%の減、

売上で 329万円、約51 %の減となりました。

商業床、業務床などの不動産賃貸事業におきましては、当社の収益事業の中核事業として、

中・長期に安定した収入を確保しています。

一方、財務状況につきましては、総売上高5億 2千5百万円（前期5億 3千9百万円、 2.

5%減）に対して売上原価3億 8千9百万円（前期4億 8百万円、 4.7%減）、販売費及び

一般管理費5千8百万円（前期6千8百万円、 14. 7%減）であり、営業利益は7千8百万

円（前期6千2百万円、 25. 6%増）の黒字になりました。経常利益は、 7千6百万円（前

期6千万円、 27. 5%増）、当期純利益は4千7百98万円（前期3千9百44万円、 21. 

7%増）と 15期連続の黒字になりました。

今後とも、催事床、商業床の保証金返還や管理費負担金、大規模修繕や設備更新等に備え

てキャッシュフローを強化するとともに経営基盤の一層の安定強化を目指してまいります。

（注）北千住マルイ： 4/8から 5/31まで一部フロアーを除き休業（時短営業もあり）
ルミネ北千住： 4/4から 6/2まで一部フロアーを除き休業（時短営業もあり）
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各事業の売上高

事 業 別 当期売上高（千円） 前期売上高（千円） 比較増減（％）

1 駐車場管理運営事業 198,371 204, 370 △ 2. 9 4 

2 駐輪場管理運営事業 28, 457 3 5, 81 0 △ 2 0. 5 3 

3 不動産賃貸事業 295, 672 295, 672 0. 0 0 

4 自動販売機設置事業他 2, 9 4 3 2, 9 9 1 △ 1. 6 0 

売上高合計 525, 443 538, 843 △ 2. 4 9 

② 設備投資等の状況

当会計年度中において実施いたしました主な設備投資の状況は次のとおりです。

設 備 投資総額（千円） 設置年月日

購入 駐車場防犯カメラ 40台 10, 254 令和3年3月

購入 駐車場管理pC (防犯カメラ） 2台 1, 4 9 6 令和 3年3月

購入 駐車場管理PC 1台 9 1 4 令和3年3月

購入 駐車場ユニット通信PC 1 ムロ 780 令和3年3月

購入 駐車場駐車券紛失PC 1台 780 令和3年3月

購入 駐車場 カードリーダーゲートウェイPC 3台 1, 9 4 9 令和3年3月

購入 駐車場制御用管理PC 1式 1, 0 1 0 令和3年3月

リース駐輪場複合機 1 ムロ 720 令和2年7月

ソフトウェ7 駐車場 機械式駐車場')フトりェ7 1式 5, 4 2 5 令和3年3月

③ 資金調達の状況

特に、記載する事項は有りません。

(2)会社が対処すべき課題

不動産賃貸事業の売上高は安定的な収入源となっていますが、千住ミルディス 1番館の今期の賃

料改定協譲が調わず、賃貸人である千住ミルディス店舗共有者の多くの方々と令和2年4月20日

に、東京地方裁判所へ賃料増額請求調停の申し立てを行い、現在も調停中です。

今後は、調停の中で、適正賃料となるよう努力してまいります。

駐車場管理運営事業は、北千住への交通アクセスの向上や若者の車離れなどにより、利用者が伸

び悩んでおります。機械式駐車場については、修繕積立金が令和5年度に目標の3億円となり、令

和 15年度までの長期修繕計画上の修繕費を賄うことが可能となりました。しかし、機械式駐車場

以外の設備修繕経費の増にも対応していく必要があります。

駐輪場管理運営事業においては、北千住駅周辺の区営・民間駐輪場の整備が進み、駐輪場需要は

ほぽ充足した状況であり、駐輪場の利用者数は減少傾向になっています。

同時に、千住ミルディス 1番館・ 11番館の管理費負担金及び長期修繕積立金も膨らむ見込みであ

るため、経費増は避けられない状況にあります。さらに、駐車場整備基金融資の返済、預かり保証

金の返済がともに令和5年度まで継続するなど、厳しい財務状況が予想されます。

今後とも、収益確保に向けた事業展開をはじめ、駐車場・駐輪場の管理運営費のコスト削減に努
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めながら、企業体力の強化に努め、さらに、震災、浸水等の危機管理対策に取り組むなど、公共性・

公益性を高めつつ、地域に必要とされる透明性の高い企業経営を目指します。

なお、 36期においても、新型コロナウイルス感染症対策により、北千住マルイやルミネ北千住

の営業自粛等が行われた場合には、駐車場、駐輪場の売上に大きく影響するため、今まで以上にキ

ャッシュフローを重視した経営を行っていきます。

(3)直前3事業年度の財産及び損益の状況 （単位：千円）

第32期 第33期 第34期 第35期

自平成29年4月 1日 自平成30年4月 1日 自平成31年4月 1日 自令和2年4月 1日

至平成30年3月31日 至平成31年3月31日 至令和2年3月31日 至令和3年3月31日

売 上 高 548,839 548,382 538,843 525,442 

J士'I., ' 上 原 価 392, 172 397,347 408,005 388,705 

販売費・管理費 55,617 56, 116 68,455 58,402 

営 業外損 益 △ 5,282 △ 3,914 △ 2,875 △ 2,442 

経 常 利 益 95,768 91,006 59,507 75,894 

当 期 純利 益 62,242 59,686 39,436 47,984 

1株当たり当期純利益（円） 600 575 380 463 

総 資 産 7,147,434 6,968,614 6,808,648 6,649,044 

純 資 産 5,472,189 5,531,875 5,571,311 5,619,295 

1株当たり純資産額（円） 52,759 53,335 53,715 54,178 

（注ー1) 1株当たり当期純利益は、期中発行済株式総数に基づき算出しております。

（注ー2) 営業外損益は、営業外収益から営業外費用を除した数値です。

(4)支配株主の状況

当社は足立区の子会社であり、足立区は当社の議決権の58. 2 7%を保有しています。
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(5)主要な事業内容

事 業 概 要

駐車場管理運営事業

駐輪場管理運営事業

不動産賃貸事業

平成 16年2月から駐車場法による路外駐車場として営業を開始し

ました。再開発建築物の附置義務施設機能と北千住地区の商業基盤施

設・都市交通施設機能を併せ持つ「開かれた駐車場」（平置226台、

機械式 12 4台、合計収容台数350台）として、午前8時から午後

1 1時まで年中無休で営業しております。

令和2年度の利用状況は、 1日平均832台（前期902台）で前期

に比べ70台 (7.8%)減少しました。機械式駐車場につきましては、

3月期の定期利用契約台数が44台（前期36台）と前期比で 8台増

加しました。また、朝トクなど機械式駐車場を活用した事業は、令和

元年度から近隣のホテルと提携して泊めトクサービス事業を開始し、

5事業となりました。 5事業合計で年間 1, 7 6 4台（前期 1, 8 8 

9台）の利用があり、前期比6. 6% (1 2 5台）の滅少となりました。

また、令和元年度の消費税率の改定に伴い、令和2年4月から一時

利用料金については30分200円を 220円に改定しました。

なお、隣接する北千住駅西口立体駐車場（ルミネ駐車場）とは、一

時利用料金の同一化を始めとする一体運用を実施しています。

平成 16年2月から商業施設の買い物客を中心とした一時利用者駐

輪場としてオープンしました。現在、通勤・通学のための定期利用契

約者も対象とした駐輪場（自転車 1,375台、原付バイク 12 6台、

合計 1,5 0 1台）として午前6時から翌日の午前 1時30分まで年中

無休で営業しております。

定期利用契約者を除く令和2年度の利用状況は、 1日平均が628台

（前期787台）で前期に比べ 15 9台減少（△20. 2%) しました。

定期利用の受付方法は空き待ち登録制としており、契約者は、 3月

期で 339人（自転車31 4人、バイク 25人）となっております。

主なサービス事業として、飲料自販機、荷物保管用ロッカー、宅配

便ロッカー、レインコート置き場などを設置し、他の駐輪場にはない

多種多様なサービスを展開しています。

千住ミルディス 1番館（北千住マルイ）の商業床等共有持分 (8,030

ni)を管理会社・北千住都市開発昧を通して陳丸井に、千住ミルディ

スI1番館にある業務床 c212m)は陳ニチイ学館に賃貸しています。こ

れらの賃料収入は当社総売上の約半分を占めております。

また、平成 13年度から遊休地の有効活用と駐車需要に対応するこ

とを目的に暫定駐車場の運営を行っており、現在は、平成 18年6月

から自社所有地 c193_16 m)をコインパーキング（タイムズ千住3丁

目第2:駐車台数5台）用地として賃貸しております。
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事 業 概 要

自動販売機設置事業 施設の有効利用と利用者サービスのため、駐車場・駐輪場に飲料の

自動販売機を合計9台設置しています。設置事業者に設置場所を提供

する事業で、安定した賃借料が見込める事業です。

(6)事業所

本社 東京都足立区日ノ出町27-3-102

(7)使用人の状況

従業員数 前期末比較増減 平均年齢

1 0名 I o I 6 3. 5歳
（注） 従業員数中 2名は使用人兼務役員（専務・常務取締役）です。

令和3年3月31日現在

平均勤続年数

3年0月

(8) 主要な借入先の状況

借入先

（株）みずほ銀行

借入残高（円）

388,164,000 

令和3年3月31日現在

借入先が有する当社の株式

持株数 1 出資比率

900株 0. 8 7%  

(9)その他会社の現況に関する重要な事項

特に記載すべき事項は有りません。

2 会社の株式に関する事項（令和3年3月3, 日現在）

(,) 株式の状況

① 発行可能株式総数 120, 000株

② 発行済株式の総数 103, 720株

③ 株主数 9名

④ 発行済株式の総数の 10分の 1以上の数の株式を有する株主

株主名 持株数（出資比率％）

足立区 60, 440株 (58.27) 

中小企業基盤整備機構 40, 000株 (38. 57) 

合 計 100, 440株 (96. 84) 

（注） 上記株主に対する当社の出資はありません。

⑤ その他株式に関する重要な事項

平成 19年 6月27日開催の第21回定時株主総会において株券を不発行とする定款変更の

決議をしました。平成 19年 10月 17日の官報で公告し、平成 19年 11月 1日に当社の株

券は無効になりました。
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3 会社役員に関する事項

(1) 取締役、監査役、会計参与の氏名

令和3年3月31日現在

地 位 氏 名 担当または他の法人等の代表状況など

代表取締役社長 長谷川勝美 足立区副区長

取締役副社長 鈴木邦夫

専務取締役 三橋雄彦

常務取締役 儘田政弘

取締役（社外） 大山日出夫 足立区都市建設部長

取締役（社外） 小林義明 僻みずほ銀行千住支店長

取締役（社外） 梅村信秀 足立成和信用金庫旭町支店長

監査役（社外） 宮田 隆 北千住都市開発隊代表取締役社長

会計参与 伊藤 徹 伊藤徹税理士事務所長

（注） 令和2年6月26日付で、取締役（社外）丸岡正幸氏が退任いたしました。また、令和2

年6月26日開催の第34回定時株主総会において、梅村信秀氏が取締役（社外）にそれぞれ

就任しました。

(2) 取締役、監査役、会計参与の報酬等の額

取 締 役 会計参与 計
区 分

人員 支給額（円） 人員 支給額（円） 人員 支給額（円）

定款又は株主総会決
1 4,620,000 1 840,000 2 5,460,000 

議に基づく報酬

利益処分による役員
--------・ 

賞与

株主総会決議に基づ
-------

く退職慰労金

計 1 4,620,000 1 840,000 2 5,460,000 

（注ー1) 株主総会決議による報酬限度額は、取締役3千万円、監査役3百万円であります。また、会

計参与は、株主総会決議により月額7万円、年額84万円となっております。

（注ー2) 期末現在の取締役は 1名、監査役は 1名、会計参与は 1名です。支給人員と期末人員が相違

しているのは、無報酬の取締役6名、監査役 1名が在籍しているためです。
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(3) 社外役員に関する事項

役 員 名 他の会社の取締役等の兼任状況 取締役会の出席状況等

取締役 大山日出夫 足立区都市建設部長 取締役会4回開催中、 4回出席

取締役 小林義明 聡みずほ銀行千住支店長 取締役会4回開催中、 4回出席

取締役 丸岡正幸 足立成和信用金庫本部融資部調査役 取締役会 1回開催中、 1回出席

取締役 梅村信秀 足立成和信用金庫旭町支店長 取締役会3回開催中、 3回出席

監査役 宮田 隆 北千住都市開発諒代表取締役社長 取締役会4回開催中、 4回出席

（注ー1) 社外取締役及び社外監査役は、無報酬です。

・（注ー2) 新型コロナウイルに対応するため、上記以外で第 1回取締役会（令和 2年5月29日）決議は

書面により行いました。

（注ー3) 取締役の役職については、取締役会出席時のものです。

(4) 会計参与の損害賠償責任限定契約に関する事項

会社法第427条第 1項の規定に基づく損害賠償責任限定契約条項は、当社定款第37条で定め、

当社と会計参与とは、会社法第423条第 1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく賠償責任限度額は、 84万円又は法令に定める最低限度額のいずれか高い額となります。

4 会社の体制及び方針

当期は、第5次中期経営計画（令和2年度から令和6年度）の初年度に当たります。本計画に基づ

き、当社の使命や社会的役割、経営方針や行動指針、経営ビジョンなどを明らかにし、健全な企業風

土の醸成に努めてまいります。

実際の業務執行の場においては、常に顧客の視点に立ち、自らの権限と責任をもった経営を行い、

新たな価値を創出し続ける会社を目指しています。公益的施設（駐車場・駐輪場等）運営にあたっては、

顧客の利便性を考え、環境の変化に対応したサービスに磨きをかけ、安心安全を最優先した施設の管

理運営を行っています。また、安定した営業収入の確保、強靭な財務体質の構築、機動性に富む柔軟

な組織運営、個人の知恵や工夫が活かされる仕組みづくり等に取り組み、安定した経営基盤の整備を

図っています。

すべての役員及び社員が企業の社会的役割と責任を深く自覚して、企業倫理を確立し、社会の信頼

を得る会社経営に努めるとともに、地域社会が必要とするサービスを提供し、市街地の活性化に貢献

するという会社の使命を果たすための行動基準として「足立市街地開発株式会社倫理規程」を定め、

社内研修等を通じて内容の周知・徹底を図り、社会倫理に適合した企業行動の実践に努めています。

また、コンプライアンス（法令等の遵守）上の問題については、 「足立市街地開発株式会社公益通

報者の保護等に関する規程」を定め、社員等からの組織的又は個人的な不正行為に関する通報及びそ

れに関する相談を適切に処理するための仕組みを構築するとともに、不正行為の未然防止、早期発見

及び是正を図ることをもって、コンプライアンス経営の強化に努めています。
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　新型コロナウイルスに対応するため、上記以外で第１回取締役会（令和２年５月２９日）決議は書面により行いました。



貸借対照表

足立市街地開発株式会社

令和 3年 3月31日現在 単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

［流 動 資 産】 【 701,321,013】 【流 動 負 債】 【 300,836,413】

現 金 ． 預 金 666,543,404 1年以内返済長期借入 137,293,000 

売 掛 金 25,575,382 1年以内返済保証金 77,077,164 

.J.1. _,__ 替 金 472,780 未 払 金 24,427,972 

月.,IJ 払 費 用 8,579,794 未 払 費 用 996,193 

末 収 収 益 112,407 未払法人税等 18,438,200 

未 収 入 金 37,246 未払消費税等 11,570,000 

【固 定 資 産】 【 5,947,723,247】 未払事業所税 3,012,000 

（有形固定資産） （ 5,213,326,682) 預 り 金 233,202 

建 物 1,827,285,168 前 泣又 収 益 27,788,682 

建物附属設備 86,958,204 【固 定 負 債】 【 728,912,839】

構 築 物 817,872 長 期 借 入 金 250,871,000 

機 械 装 置 7,902,953 預 り 保 証 金 474,863,897 

工具器具備品 29,820,830 長 期 未 払 金 3,177,942 

リ ~ 

ス 資 産 6,057,235 負 債 合 計 1, 029, 749, 252 

土 地 3,254,484,420 

（無形固定資産） （ 12,931,704) 

ソフ 卜 ウエア 12,751,704 純 資 産 の 部

電 話 加 入 権 180,000 【株 主 資 本】 【 5,619,295,008】

（投資その他の資産） （ 721,464,861) 資 本 金 100,000,000 

投賓有価証券 708,572,530 （資本 剰余 金） （ 5,086,000,000) 

長期前払費用 12,892,331 その他資本剰余金 5,086,000,000 

（利 益剰余金） （ 433,295,008) 

その他利益剰余金 433,295,008 

修 繕 積 立 金 210,000,000 

繰越利益剰余金 223,295,008 

純 資 産 合 計 5,619,295,008 

資 産 合 計 6,649,044,260 負債・純資産合計 6,649,044,260 
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損益計算書

足立市街地開発株式会社

自令和 2年 4月 1日

至令和 3年 3月31日 単位 ：円

科 目 金 額

【売 上 高】

売 上 高 517,339,968 

受 取 地 代 7,994,400 

その他事業収入 108,111 525,442,479 

【売 上 原 価】

業 務 委 託 料 97,310,847 

減 価 償 却 費 99, 766, 115 

固 定 資 産 税 76,696,863 

賃 借 料 34,500 

消 耗 品 費 1, 162, 115 

水 道 光 熱 費 9,094,396 

地 代 ． 家 賃 456,570 

管理費・修絣費 89,088,616 

修 繕 費 6,157,000 

租 税 公 課 2,940,400 

諸 会 費 191,880 

保 険 料 1,950,934 

通 信 費 387,025 

ソフトウェア償却 3, 131, 109 

雑 費 336,816 388,705,186 

売上総利益金額 136,737,293 

【販売費及び一般管理費】 58,401,535 

営業利益金額 78,335,758 

【営 業 外収 益】

受 取 利 息 163,281 

利 子 補 給 10,521,795 

有価証券利息 1,451,660 

雑 収 入 99,863 12,236,599 • —--- • 
【営業 外 費 用】

支 払 利 息 14,670,228 

雑 損 失 7,987 14,678,215 

経常利益金額 75,894,142 

税引前当期純利益金額 75,894,142 

法人税、住民税及び事業税 27,909,673 
＇ 

当 期純利益金額 47,984,469 

，
 



足立市街地開発株式会社

資本金

当期首残高 100,000,000 

当期変動額

修繕積立金の積立

当期純利益

当期変動額合計

IO 

当期末残高 100, 000, 000 

株主資本等変動計算書

自令和 2年 4月 1日

至令和 3年 3月31日

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金
その他資本剰余金 資本剰余金合計

修繕積立金 繰越利益剰余金

5,086,000,000 5,086,000,000 180. 000. 000 205,310,539 

I 

30,000,000 !J.30,000,000 I 

47,984,469 

30,000,000 17,984,469 

5,086,000,000 5,086,000,000 210,000,000 223,295,008 

単位 ：円

純資産合計
株主資本合計

利益剰余金合計

385,310,539 5,571,310,539 5,571,310,539 

゜ ゜ ゜47,984,469 47, 984, 469 I 47,984,469 

47,984,469 47,984,469 47,984,469 

433,295,008 5,619,295,008 5,619,295,008 



足立市街地開発株式会社

個別注記表

自令和 2年 4月 1日

至令和 3年 3月31日

この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債権

償却原価法（定額法）を採用しています。

固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成 10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く。）は定額

法）を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物38年~50年 建物付属設備6年~18年 構築物 10年~20年

機械及び装置10年 器具及び備品5年~10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間 (5年）に基づく定額法を採用しています。

③リース資産を除く

所有権移転外ファイナンス ・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

なお、リース料総額が一定額以下で、事業内容に照らし重要性の乏しいものについては

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

貸借対照表等に関する注記

担保に供している資産

土地

建物等

担保に係る債務の金額

有形固定資産の減価償却累計額

株主資本等変動計算書に関する注記

当該事業年度末日における発行済株式の総数

前期末株式数（発行済普通株式）

当期増加株式数（発行済普通株式）

当期減少株式数（発行済普通株式）

当期末株式数（発行済普通株式）

前期末株式数（発行済優先株式）

当期増加株式数（発行済優先株式）

当期減少株式数（発行済優先株式）

当期末株式数（発行済優先株式）

ー株当たり情報に関する注記

ー株当たり情報の注記

ー株当たり純資産額

ー株当たり当期純利益

1 1 

2,134,307,000円

923,437,418円

211,962, 311円

3,102,105,591円

103,720株

0株

0株

103,720株

0株

0株

0株

0株

54, 177. 54円

462.63円



計算書類に係る附属明細書（令和3年3月31日）

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 期末取得原価

建 物 1,900,791,603 

゜ ゜
73,506,435 1,827,285,168 1,261,778,775 3,089,063,943 

有

建物附属設備 101,183,058 

゜ ゜
14,224,854 86,958,204 1.468,893,531 1,555,851,735 

形

構 築 物 1,093,989 

゜ ゜
276,117 817,872 25,359,536 26,177,408 

固

機 械 装 置 10,537,270 

゜ ゜
2,634,317 7,902,953 255,528,784 263,431,737 

定

工具器具備品 20,090,945 17,181,780 

゜
7,451,895 29,820,830 87,195,960 117,016,790 

資

リース資産 6,859,665 720,000 

゜
1,522,430 6,057,235 3,349,005 9.406,240 

産

I2 

土 地 3,254,484,420 

゜ ゜
3,254,484,420 3,254,484,420 

計 5,295,040,950 17,901,780 

゜
99,616,048 5,213,326,682 3,102,105,591 8,315,432,273 

無 電話加入権 180,000 

゜ ゜
180,000 180,000 

形

固 ソフトウェア 10,458,093 5.424,720 

゜
3,131,109 12,751,704 20,651.460 33,403,164 

定

資

産

計 10,638,093 5,424,720 

゜
3,131,109 12,931,704 20,651,460 33,583,164 

更衣室エアコン代

゜
284,100 

゜
284,100 

少資
額産 駐輪場1階空気入

゜
135,800 

゜
135,800 

償
却 駐車場内側ターン日—

゜
1,008,500 

゜
1,008,500 

計

゜
1.428.400 

゜
1.428 400 



足立市街地開発株式会社

科

役 員 報

給 与 手

雑

賞 与

法 定 福 利

福 利 厚 生

旅 費 交 通

通 信

接 待 交 際

会 議

減 価 償 却

賃 借

地 代 ． 家

支 払 保 険

修 緒

水 道 光 熱

消 耗 品

租 税 公

通 勤

広 告

支 払 手 数

諸 会

新 聞 図 書

雑

酬

当

給

等

費

費

費

費

費

費

費

料

賃

料

費

費

費

課

費

費

料

費

費

費

合

販売費及び一般管理費

目

自令和 2年 4月 1日

至令和 3年 3月31日

計

13 

単位：円

金 額

5,460,000 

26,564, 117 

2,175,000 

3,932, 711 

5,622,097 

334,760 

20,270 

283,099 

41, 171 

50,000 

1,278,333 

4,900 

790,473 

4,659,701 

36,900 

161, 177 

780,275 

942,634 

1,198,653 

910, 743 

2,468,784 

96,200 

127,484 

462,053 

58,401,535 
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